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はじめに  

 

本年６月 30 日に閣議決定された「骨太方針 2015」（「経済財政運営と改革の基

本方針 2015」）において、税体系全般にわたるオーバーホールを進める中で、「将

来の成長の担い手である若い世代に光を当てることにより経済成長の社会基盤

を再構築する」との方向性が示された。また、税制の構造的な見直しについて、

政府税制調査会を中心に具体的な制度設計に速やかに着手することとされた。 

当調査会は、これに先だって、平成 26 年 11 月にとりまとめた「一次レポー

ト」（「働き方の選択に対して中立的な税制の構築をはじめとする個人所得課税

改革に関する論点整理（第一次レポート）」平成 26 年 11 月７日・税制調査会）

において、「結婚し夫婦共に働きつつ子どもを産み育てるといった世帯」に対す

る配慮の重要性について指摘した。さらに、働き方の多様化等を踏まえ、より

深く検討を行うべき課題を示した。「骨太方針 2015」の方向性は、当調査会の問

題意識とまさに軌を一にするものである。＜資料１＞ 

 当調査会は、経済社会の構造変化の「実像」を把握し、「一次レポート」で示

した問題意識をさらに発展させるべく、諸データの分析や有識者からのヒアリ

ングを行った。こうした取組を通じ、この四半世紀の間に、人口減少やグロー

バル化が進展する中で、働き方や家族のあり方、所得・資産の分布等の面で、

無視し得ない大きな構造変化が生じていることが確認された。若い世代に光を

当て、「成長基盤」と「生活基盤」を再構築するとの基本的な視点から、税制を

はじめとする社会システムを改革していくことが不可欠である。 

こうした状況認識の下、個人所得課税や資産課税について、制度の沿革を振

り返り、国際比較を行うことを通じ、その構造的特徴を把握するとともに、社

会保険料を含めた負担構造の推移の分析や国際比較を行うなど、課題を浮き彫

りにするための多角的な議論を重ねた。 

本論点整理は、これまでの審議を踏まえ、第１部において、中期答申に向け

て議論を進めていくにあたっての検討課題を整理するとともに、第２部におい

て、税制をはじめとする諸制度について検討するための基礎として、この四半

世紀の間の我が国経済社会の構造変化の「実像」を把握し、その特徴とそこか

ら導き出される視点を示したものである。当調査会としては、本論点整理を契

機として、税制にとどまらず、経済社会を支える様々な制度や政策のあり方に

ついて幅広い検討がなされることを期待したい。 
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